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スポーツ財政論の課題と方法

好 洋

Some Aspects and Problems in the Study of a Sport Public Finance 

Youji Miyoshi 
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はじめに

これまで体育学研究の分野，それもとりわけスポーツ社会学の分野では，スポーツ政策研

究及びその物象化としての性絡を有するスポーツ財政の研究は十分な取り組みがなされてこな

かったし，今日に到っても必ずしも十分な取り組みがなされていないのが現状といってよいで

あろう。このようにこの分野における研究の状況は，教育学や社会教育分野における政策・財

政研究に照して不可解な現象といえよう。

近年になってようやくスポーツ政策については， 本格的に言及されてきているが，O その

多くは醤家レベルでの政策の解明に主力が注がれており，必ずしも自治体レベルまでおりて住

民との対抗関係のなかでスポーツ政策の実証的研究念展開しているものは数少ない。わさらに，

スポーツ政策の実現過程である行・財政研究についてみると，行政研究ではいくつかの研究が

みられるが戸財政研究に到っては本格的に言及されたものは極めて少ない。特に，これまで

の財政にかかわる研究の多くは，経費の数量の多寡を論じたものやその配分状態を論じたもの

など，総じて現状の記述に終始したものでありそれがもっ意味や性格を政治的・経済的脈絡の

なかで言及したものではなかった。心能ってこのような研究が， スポーツ財政について現状を

「知るJということ以上のものは我々に提示しえないことは当然のことといえよう。

このようにスポーツ政策及び行・財政研究のおくれは，草深夜臣氏が指捕しているよう

に，実体としてのスポーツ政策及び行・財政の不毛性の反映であり，同時にこれらに対する科

学的批判がタブーであったことによるものである。のさらに，いまひとつの理由は， これまで

スポーツを政治的・経済的諸関係とはかかわりあいをもたない r偲人の私的な遊び」という
スポーツ観が支配的であったことによるものである。

スポーツ政策及び行・財政研究のおくれは，以上のような諸条件によって規定されている

わけであるが，本稿はこれまでのスポーツ政策及び行・財政研究の現状認識にたって，スポー

ツ財政研究の課題や方法について検討したものである。しかし，先にも述べたように，スポー
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ツ財政研究について十分な蓄積と展開をみていないという段階のなかで，その課題や方法につ

いて全面的に蓄及することは，筆者の研究力量からみても閤難なことである。従って， ここで

はスポーツ財政研究の枠組とアプローチの仕方をどのように考えたらよいかということに重点

が置かれていることをあらかじめおことわりしておきたい。

1. スポーツ財政とは鰐か

ここでは，本稿の論究の対象となっているスポーツ財政の概念について検討していくこと

にしたいが，その前にスポーツということをどういうように把捜しているかを提示しておきた

い。スポーツとは何かについてはさまざまな規定の仕方があって必ずしも一様に規定できない

難しさはあるが，ここでは一郎関 春南氏が規定している「学校及び社会で行なわれている体

・スポーツ・レグ世ェーションなどと呼ばれている身体運動な総称して呼ぶこととし，身体

運動を中核として形成されている文化J6) という規定を採用しておきたい。

さて，スポーツ財政の概念規定の検討にはいるわけであるが， これまでスポーツ財政とは

何かについて言及したものは，筆者の知るかぎりそれほど多くはみあたらなL、。そこでスポー

ツ財政が，これまで教育財政の一分野として考えられてきたことや実体としても教育財政のな

かに含まれてきた経過を考癒にいれて，まず教育財政の観念の検討からすすめていくことにし

たい。多少引用が長くなるきらいはあるが，スポーツ財政の概念を考えるうえでいくらかの守主

要な示唆な得られると思われるので，これまで教育財政とは何かについて言及したものを列挙

してみることにする。

「教育財政は，教育の規模と内容を数字で表わしたものである。」η 「教育財政とは， いう

までもなく教育にかんする財政(公続済)であり，関および地方公共団体が，教育に必要な経

済的手段(財貨)を取得・管理・支出する経済行為J8)r学校財政を含む教育財政とは，国民か
ら徴収した租税を菌・地方公共団体の行政行為を通して教育襲に支払う活動であり，教育政策

を遂行するための基礎的条件であり，国・地方公共団体が公教育の営為に必要な経済的需要を

まかなうために行なう経務的活動であって，教育財政は教育行政の規模と内容を数字であらわ

したもの，教育の質と量を規定するものJ9)r教育財政は，教育機能を支える物費的基礎であ
る。その構造は，教育機関設置主体(国・地方公共団体・学技法人)の教育イデオ戸ギーの客

観的表現である。J10)r教育財政は国家又は地方公共団体の何等かの権力関係において，教育の
ための財産設備その管理及び支出をなす公の作用であると観念することができるoJ1J)

以上みてきたように，一般に教管財政とは何かについてみるとその機能的側面に力点を置

いたもの，その本質的側面に力点を覆いたもの，あるいは両側面にわたって規定したものがみ

られる。ところでスポーツ財政の概念規定について言及した主なものは，次のようなものがあ

る。

たとえばそのひとつは，宮畑虎彦氏の体育財政の概念規定である。それによれば r体育
財政とは，体育活動に関する財政である。簡や地方公共団体が体育行政を行なう場合，それに

必要な経費を調達獲得し，保管し，支出し，会計する等の経済活動が却ち体育財政である。J12)

と規定されている。

もうひとつは，八代 勉氏の概念規定である。それによれば r体育の管理に必要な資金
を調達し支出していく活動および体育経費や金銭関係をとり扱うすべての事務処理を含む活動
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で，閣や地方公共団体などの行政体が行なう体育のためのファイナンスを体育財政と呼び，学

校，職場，地域社会などの経営体が行なうファイナンスを体育財務と呼ぶ」即と規定されてい

る。また，八代 勉氏と全く同様の概念規定をしている字公正彦氏は，財政と財務の違いにつ

いて i前者がつねに公的性絡を有するものであるのに対し，後者は公的，私的性格をあわせ

持つものJl4)と述べ次のように分類している O

以上みてきたように，これらの規定に共通

にみられる体育財政の考え方は，国や地方公共

間体などの行政体が行なうための経済的活動が

さしづめ体育財政ということになろう。

このような規定の仕方は，確かにスポーツ

財政の現象的側耐をし、し、あてていてもスポーツ

バド企業財務 (non-businessfinance) 

! ・家庭財務

財務( ・非営利団体殿務

I .公共財務 (publicfinance) 
i企業財務 Cbusinessfinance) 

財政のもつ本質が少しも明らかにされないことはいうまでもないことである。確かに貨幣が流

れるという点、では，国家の財政にしろ企業の財政にしろ経済現象であるということには変わり

わないのである。しかし， i財政は政府が関係した貨幣現象J15)であるといわれるように，そ

こには i貨幣の流れを通して売は政治が行われている J16lわけで、あるから，ただ単にスポ

ーツ財政の経済的側面だけからの規定の仕方では不十分といわなければならない。すなわち，

これらの規定の仕方の根底には，スポーツ財政の主体である国家権力を与件のものとしている

ことであり，スポーツ財政の主体である国家権力に対・する認識が欠落していることを指摘でき

ょう O そこには，国家の歴史性・階級性といった性格が不開にされ，国家は国民に対して中立

的な存在であり，全国民の共開欲望を満たすための「公平な中央事務処理機構」で、あるという

考え方が無意識の前提になっているかあるいは儲家権力に対する認識が全く希薄かのどちらか

であろう O

このように財政の主体である国家に対する認識の欠落は，当然のことながら特に宇土・八

代両氏の概念規定とその分類の仕方にみられるように， i国家の財政行為の権力的な性格がこ

とごとく抽象されて，財政行為は商品や資金を調達L，サービスを供給する一つの経営体の経
済行為と同様な次元で理解されることになる。j17l 従って， スポーツ財政が国民に対してもつ

役割や意味が見失われ，ただ単に「体育卒業jの効果的な運営を促進させるため心経済的手段

としか理解されないことになる。

いまひとつこれらの概念規定とかかわって指擁できることは，スポーツ政策との関連での

規定の仕方が欠落していることである。いうまで、もなくスポーツ財政はスポーツ政策の財政的

側面である O そしてスポーツ政策は，関 春雨氏がすでに明らかにしているように i権力に

支持されたスポーツ理念J18l であるから，そこにはスポーツの目的・内容・方法を総体として

権力のイデオロギーがなんらかの形で貫ぬかれているわけである。従って，スポーツ財政をた

んに国および地方公共団体のスポーツについての貨幣の収入，支出と規定したり，あるいは数

量的形式で示されるスポーツ経費の処理方法とみるだけでは，スポーツ慰政の本質を正しく抱

えることは不可能といえよう。

以上みてきたように官畑・八代の両氏に代表されるスポーツ財政の概念規定は，それがも

っ経済現象という側面からだけの規定の仕方になっており，必ずしもその木賞が明らかにされ

ない。従って，スポーツ財政とは何かを論じる場合重要なことは，スポーツ財政もまた財政で

ある以上財政の一般的な性格から考えていくことである。すなわち，一般に f財政現象は，政
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治と経済の複合現象Jlのであるといわれる性格である。その点、で次のような教育財政の把え方

は，スポーツ財政の概念規定とかかわって重要な示唆を与えるものと思われる。

「教育財政はその機能からみれば閤，地方公共団体，学校法人によっておこなわれる教育

に関する経費の支払い活動であり，教育制度の維持に必要な経済的手段を調達・管理・使用す

る一切の作用である。その本質的意義は教育の規模と内容の物質的条件であり，教育政策を遂

行するための基礎的条件であって，国民の教育権，教育の機会均等の原期の実質的な達成度を

示すとともに，その中に教育政策の意閣が貫徹される。J20)

このような競定は，財政の貨幣現象とL寸経済現象の側面と政治的現象の側面という南側

面からの規定をしているものといえよう。そこでここでは， この概念規定を援用して，次のよ

うにスポーツ財政を把えておきたし、。すなわち，スポーツ財政とは，国・地方公共間体によっ

ておこなわれる，スポーツ制度の維持に必要な経演的手段を調達・管理・使用する一切の作用

であり，同時にスポーツ政策を遂行するための基礎的条件であって，関誌のスポーツ権・スポ

ーツ活動の機会均等の原則の実質的な達成度を示すとともに，その中にスポーツ政策の意障が

貫徹される。

2. スポーツ財政研究の意義

スポーツ財政研究のおくれについては，すでに指摘したがスポーツ財政研究の意義は，た

だ空白の研究領域をうめることに尽きるものではなし、。今日のスポーツをめぐる中心的問題

は，各種のスポーツに関する実態調査の結果で示されているように，国民のスポーツに対する

要求の高揚と多様化，階層的拡大が進み，そのことが社会問題化しているにもかかわらず， こ

れら国民のスポーツ要求の充足に必要不可欠のスポーツを行なううえでの物質的諸条件(時

間・施設・場所・指導者など)が露関なままに放置されていることである O そして Iコミュ

ニテイ・スポーツj論21)に典型的に見られるように， 現代資本主義体制jの深刻な危機に直面

して，その危機回避の最も有効な手段としてスポーツを利用する志向がみられることである。

さらに重要なことは，権力の求める方向に水路づけようとするこれらスポーツ政策の根底に，

すでに1972年12月の保健体育審議会答申(I体育・スポーツの普及振興に関する基本方策につ

いてJ)22)が提示しているように， I受益者負控」という社会体7ぎを含めて教育全体の思想・理

念からいえば一世紀宮い原則によっておしすすめていこうとする考え方が横たわっていること

である。

このようなスポーツ状況のなかで，我々のや心的な研究課題は，まさしく歴史的に人間が

っくりだし，発展させてきたスポーツというひとつの文化遺産を，人間の人間らしい発達に不

可欠の共有財産として，実質的・具体的に平等に実現するための筋道を解明することにあると

いってよいであろう。この実践的な課題に対し重要な作業のひとつとしてスポーツ財政研究は

位置づけられる。考えてみればスポーツ敗政といってももとはといえば，突は我々自身の財布

からでていっているものであるから，それらがどのような使われ方をしているかを究明するこ

とは当然のことといえよう。

もちろんスポーツ防政研究の意義は，ただ今日の支配的なスポーツ財政の分析・批判に尽

きるものではない。 1960年以降， スポーツ要求の充足を求める新しい運動綴織23)の出現に端

的に示されているように，スポーツの民主化とその実現を求める主体の広がりや， 自治体・国
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の政治の革新化の潮流のなかで，民主的スポーツ計闘の策定ということが，速い理論的課題と

いうことでなくより身近かな実践的課題になりつつあることである。そしてこの民主的スポー

ツ計額は，それを裏づけるスポーツ財政とワンセットにならないかぎり実現できないものであ

る。そのためにも今日のスポーツ財政のもつ本質や機能を国民の立場から明らかにし，まさし

く民主的スポーツ計画の基礎的条件として改変していくことは重要なことであろう。

いまひとつの意義は，スポーツ政策研究とかかわっての意義である。すでにみてきたよう

に，スポーツ政策研究も今日ょうやく本格的に言及されてきている。しかしその多くは必ずし

も財政分析を伴ったものとはいえなし、。それだけに若干説得力に欠けることは苔めないように

思われる。 rその時々の財政は，間家のいろいろの政策と必ず結びついているものであり，一
定の財政内容は一定の間家の政策のあらわれであり，また結着である。J24lといわれるように，

財政分析を伴ってこそスポーツ政策の全面的な究明がより深化するものと思われる。

3. スポー¥)1財政研買の課題

今日一搬に， r財政現象は政治・経済の接合的現象である。Jといわれ，そのことがまた財
政学研究の対象ともなっている。これに従っていえば，スポーツ財政研究の対象は r政治と
経済との交流するスポーツ領域」とでもいうことができょう O 今日，国・地方を含めて多額の

スポーツにかかわる経費が現実に支出されているわけで、ある。これらのスポーツにかかわる経

費の支出がどのような政治と経済との関連のなかで国民のスポーツの需要をまかなっているの

か，かかるスポーツにかかわる経費の充足過程を研究対象としてスポーツ財政は成立するとい

ってよいであろう。

もちろんスポーツ財政とて一定不変のものではなく，社会の変化発幾とともに歴史的に変

化発展するものであり，それは社会の歴史的発展段階，すなわち社会休部の歴史的相違に応じ

て，その性格や役割も歴史的に異なったものにならざるをえないことはいうまでもないことで

ある。従って，スポーツ財政研究の対象は，スポーツ財政一般にあるのではなくて，それぞれ

の歴史的な社会体制に応じたスポーツ財政をとりあげるべきであろう。ここでは，現実の社会

が資本主義社会であるという事実から，資本主義社会におけるスポーツ財政がスポーツ財政研

究の中心的な対象といわなければならないであろう。

以上みてきたように，スポーツ財政の研究対象が資本主義社会におけるスポーツのあり方

を政治と経済との関連から追求することにあるとしても，より具体的な研先課題が設定される

必要があろう O

すでにスポーツ財政の概念規定のところで述べたように，スポーツ財政のなかにはスポー

ツ政策の意図が貫徹されるわけである。また. rあらゆる国家活動は財政の中に集約され，敗
政および財政政策の面において国家の木賞は最も端的にあらわれるoJ2S) といわれるように，
財政はその時々の支配権力の政治目的の具体的表現であるといえる。このことをスポーツ財政

に引きよせていえば，時々の支配権力の政治目的とそれに規定される支配的なスポーツの白的

がどのように貫徹されているのかを明らかにしていくことは，スポーツ財政研究のひとつの基

本的課題といえよう。

もちろんスポーツ財政研究の課題は，ただどのようなスポーツの政策的意図が貫徹されて

いるのかの解拐に尽きるものではない。確かに資本主義社会においては国家の要求がスポーツ
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財政の本質的内容であることにはかわりわないが， しばしばそこには国民のスポーツに関する

諸要求が反映される。もちろん支配権力は，それらの諸要求を全面的に受け入れるのではな

く，時には妥協し，譲歩し，あるいは歪曲しながらも全体的には資本主義的に利用するように

努める O 従って，支配権力のスポーツに対する政策意、閣の解明と問時にスポーツ財政に含まれ

る国民のスポーツに対する諸婆求の性質が兵体的に解明される必要がある。すでに述べたよう

に， これまで数量の多謬や配分状態についての現象的な側面を観察・記述したものはあっても

スポーツ財政の質的な側面にまで言及した研究は少なく，この点、て、の解明はスポーツ財政研究

の重要な課題といえよう。

さていまひとつ重要な課題は，地方自治体レベルのスポーツ財政分析である。これまでの

スポーツ政策研究においてもその多くは，国家レベルでの研究であり，地方自治体にまでおり

たスポーツ政策研究は非常に少なし、。このことは，スポーツ財政の面についても同じような状

況である。これまでスポーツ財政に言及したものの多くは，国家レベルの財政の現状を記述し

たものであり，地方自治体レベルのスポーツ財政についていえばその現状や実態さえも必ずし

も十分に明らかにされていないというのが実情であろう。

今日，国家財政と地方財政の関係の特徴は r3割自治jといわれるように国家財政に依存
ずる比率が高くなっていることである O このことは地方のスポーツ財政とて桝外ではなく，地

方自治体がスポーツ施策を進めていくうえで留の補助金に依存社ざるをえないのが実情である

といってよいであろう。 r表lJは，戦後のスポーツ振興関係の補助金の推移を示したもので
ある。毎年かなり増大していることが読みとれるが， これは一面では地域住民のスポーツ要求

が自治体に集中し，こうして増大する地方財政に対し国家がそのための財源措霞をぜざるをえ

なくなってきたことの反映である。他方このような国庫補助金制度は， r交付条件， {吏途，お
よび使用後の報告について詳締に規定されており， これによって国は地方団体にたいして統制

的監督的・後見的に干与して，地方団体の自治性が無視され，間家的官治がますます強くな

る。」ω といわれるように，補助金の増大は「中央行政の擾位性Jを強めることになる。

このような中央集権的官僚主義の補助金制度にもとづく支配階級のスポーツ政策と国民の

スポーツ要求の矛腫は，地方自治体のスポーツ行・財政に現象化ずる 027)

表 1 スポーッ振興関係裕助金の推移

者Ii 幼 金 補 助

; (単位百万円) (比率〉 ， (単位百万円〉

28 14 く1.0) (1.0) 38 545 08.9) 0.3) 
29 22 (1.6) (1.1) 3ヲ 802 (57.4) 0.7) 

30 46 (3.3) (1.2) 40 1，267 (90.5) (4.2) 

31 61 (4.4) (1.2) 41 1，690 (120.7) (4.7) 

32 1，330 (95.の く1.4) 42 1，88ヲ く134.9) (5.3) 

33 147 (10.5) (1.5) 43 1， 776 (126.9) (6.0) 

34 164 (11.7) (1.6) 44 2，028 (148.7) (6.8) 

35 227 (16.2) (2‘め 45 2，38ヲ (170.6) (7.5) 

36 252 (18.0) (2.3) 46 2，892 (206.6) (8.9) 

37 397 (28.4) i (2.7) 47 4，874 048.1) (10‘8) 

(資料〉 文部省「学ij;iJ百年史J1011~1013叉
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いうまでもなく地方自治体は住民の生産と生活の原点、であると同時に，住民が日常的・継

続的にスポーツ活動を追求する場でもある。また，そこにおいてこそ住民本位の民主的スポー

ツ計画を推進することができる。従って，地方自治体レベルのスポーツ財政分析は不可欠の課

題といえよう。

4. スポーツ財政研究の視点

ここでは， これまで述べてきたスポーツ財政の研究課題とかかわって，その考察の視点に

ついて検討することにしたい。これまですでにふれてきたことであるが，従来のスポーツ財政

にかかわる研究の多くは，閣や地方のスポーツ財政制度の解説や現状について記述したもので

あった。また，現状の記述にあたってもただその「規模Jや f配分状態jのこつの視点からみ

たものであった。

たとえば，八代 勉氏は，体育財務研究の基礎的問題として体育経費論をとりあげ，その

中心的課題を「体育の経営，特に体育事業の効果的な運営を経費の側面から明らかにする点に

あるJと述べ， さらにその分析に際しては IW内容』と『規模』との裡点から分析することで

あるJ28) と述べている。このような経費の論じ方は，財政学の分野のなかで「伝統的j経費論

といわれるものである 038〉すなわち，経費の「内容」と「規模」を問題にし，体育事業の効果

的運営にとって， どのような経費(内容〉とどのくらいの経費(規模)が必要であるかを分析

し，それによって一定の規撃を示し，それによって現実の経費の内容や規模宏批判したり，弁

したり，あるいは望ましい提言をしたりする論じ方である G

このような八代氏の分析の視点は，その主観的意閣はともかくとして，客観的には現状を

肯定したうえで，その枠内のなかで経費の内容や規模をいかにすべきかが論じられ主存されて

いるといわざるをえなL、。つまり，八代氏のいう「体育事業の効果的な運営のためにjとL、う

ときの体育事業の性格を関わないで，それを所与のものとしてそれに対する経費の内容や規模

を論じているにすぎなし、。従って，体育事業主fどうみるかによって，それに対する経費につい

てもさまざまな評価が下さざるをえないことになる。八代~の体育経費論に代表されるよう

に，これまでスポーツ財政に言及した研究の多くは，財政がもっ貨幣現象とし、う経務現象の側

面だけから論じたものであった。すでにみてきたように，財政は単なる経務現象ということで

はなく，それは政治的な意味合もって行なわれる経済現象であるという抱え方が，スポーツ財

政をみてL、く場合にはどうしても必要である O つまり，財政の経済現象という舗面にだけ注目

すると，それがもっ政治的な意味を見失うことになるし，逆にその政治的側面だけに注目する

と，経済現象としての側面が見失われることになる O 従って，スポーツ財政をみていく場合も

それを政治と経済の複合現象であるという視点から考察を進めていくべきであろう。

いまひとつ重要なことは，スポーツ財政もまた社会現象のひとつであるという認識の必要

性についてである O いうまでもなく財政は国家の行なう政治現象であり，それは社会現象のひ

とつである。従って，財政といえども自然現象と違い社会現象に共通した特徴ないし本質とし

ての歴史的・階級的性格を有していることである。従って，社会現象としての財政を研究の対

象としてとりあっかおうとするかぎり，社会現象のこうした一般的な特質ないし本質にしたが

って，アプローチと認識の仕方も常に歴史的・階級的視点に立って論じることでなければなら

ない。
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ここでの論究の対象となっているスポーツ財政に即していえば，資本主義社会におけるス

ポーツ財政を歴史的・階級的視点にたって，それがもっ歴史性と階級性を明らかにしていくこ

とであろう。以上述べてきたような視点が，スポーツ財政を考察してし、く場合どうしても必要

であろう。

すなわち，スポーツ財政は， どのような政治・経済的関連のなかで生起し展開しているの

か，それはまたどのような構造をもっているのか，そしてスポーツ財政はどのような社会的

意味をもち，何に対してどのよう機能を果しているのか，全体としてみた場合，そこにはど

のような運動法則が貫いているのか， といった視点、から国民の立場に立って考察していくこ

とが必要であろう。

おわりに

これまで，我々もまたスポーツ財政を単なるスポーツの経済的手段(外的条件)として理

解し，その飽のスポーツにかかわる容観的条件(施設・場所・指導者など)と向次元のものと

して考えてきたのではないだろうか。このことは，これまでスポーツ財政に言及した多くのも

のが，その金額の大小を開題にしてきたことからもうかがえる。

すでに，五十嵐 顕氏は r教育費は近代資本主義社会における社会と教育との関係を反
映している教育の基礎的概念JZ9l として把握され対象化され，そのなかに支配する階級の教育

自的が付与されたもの，いわば教育政策の物象化・具体化された性格を指摘されている。我々

もまたスポーツ財政を考えていくうえで， このような視点は多くの示唆を与えるものと思われ

る。

これまでの検討からいえば，スポーツ財政は，国家のスポーツにかかわる経費であるとい

う性格と機能をもち，国家主ど中心とする財政主体が際史的・社会的諮関係を基盤にし，かっそ

れを支えている現代資本主義体制の政治的・経済的要求に規定されたスポーツ底的を実現しよ

うとする手段としての性質をもっているものということができょう O

冒頭において述べたように，ヌド稿はスポーツ財政論の枠組やアブローチの仕方について検

討したものにすぎない。従って， ここで結論づけられている内容は，今後の研究の仮説以上の

ものでないことはいうまでもないことであるo そういった意味で，スポーツ財政の現実の実証

的研究が強く要請される。これて王での文中のなかで，多くの先学の業績について，不十分な理

解のうえでとりあげたので、はないかと懸念している。その点で多くの方々の批判をあおぎ，さ

らに深めていきたいと患っている。

(この小論は，大宮教授に献げるものである。)
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